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【一般会計】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 339,774,047   固定負債 16,173,980

    有形固定資産 336,794,145     地方債 14,508,231

      事業用資産 62,344,159     長期未払金 -

        土地 18,888,147     退職手当引当金 1,665,750

        立木竹 12,954,620     損失補償等引当金 -

        建物 65,891,179     その他 -

        建物減価償却累計額 -36,946,890   流動負債 1,814,406

        工作物 5,214,215     １年内償還予定地方債 1,696,735

        工作物減価償却累計額 -3,657,113     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 117,670

        航空機 -     預り金 -

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 17,988,386

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 342,184,599

      インフラ資産 274,047,767   余剰分（不足分） -17,767,392

        土地 502,455

        建物 650,795

        建物減価償却累計額 -556,512

        工作物 357,724,661

        工作物減価償却累計額 -84,298,472

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 24,840

      物品 1,128,938

      物品減価償却累計額 -726,719

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 2,979,901

      投資及び出資金 145,526

        有価証券 22,628

        出資金 122,898

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 129,157

      長期貸付金 2,235

      基金 2,727,297

        減債基金 -

        その他 2,727,297

      その他 -

      徴収不能引当金 -24,313

  流動資産 2,631,546

    現金預金 187,827

    未収金 33,167

    短期貸付金 -

    基金 2,410,552

      財政調整基金 2,356,239

      減債基金 54,313

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 324,417,207

資産合計 342,405,593 負債及び純資産合計 342,405,593

①売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲　

　土地        12,056,502千円

　建物　　　　　　62,783千円

②地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

              13,358,124千円

③将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素）

　イ．一般会計等に係る地方債の現在高                   16,204,967千円

　ロ．債務負担行為に基づく支出予定額        　　            　　0千円

　ハ．一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計等からの繰入見込額        12,198,460千円

　ニ．組合等が起こした地方債の償還に係る負担見込額         30,020千円

　ホ．退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額      1,726,298千円

　ヘ．設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額        　　0千円

　ト．連結実質赤字額        　　　　　　　　　　　　　　　　　　0千円

　チ．組合等の連結実質赤字額に係る一般会計等負担見込額        　0千円

　リ．地方債の償還額等に充当可能な基金        　　　　　3,485,698千円

　ヌ．地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入        　　　265,054千円

　ル．地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に算入されることが見込まれる額        20,657,253千円

貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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【一般会計】

（単位：千円）

    その他 58,798

純行政コスト 19,670,997

    その他 -

  臨時利益 58,843

    資産売却益 45

    資産除売却損 752,298

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 18,961,669

  臨時損失 768,172

    災害復旧事業費 15,873

  経常収益 646,859

    使用料及び手数料 190,623

    その他 456,236

      社会保障給付 1,393,058

      他会計への繰出金 1,081,527

      その他 28,705

        その他 67,168

    移転費用 5,212,329

      補助金等 2,709,039

      その他の業務費用 194,843

        支払利息 120,395

        徴収不能引当金繰入額 7,279

        維持補修費 940,377

        減価償却費 8,838,906

        その他 46,592

        その他 136,084

      物件費等 12,020,486

        物件費 2,194,612

        職員給与費 1,978,801

        賞与等引当金繰入額 117,670

        退職手当引当金繰入額 -51,685

  経常費用 19,608,528

    業務費用 14,396,199

      人件費 2,180,870

行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額
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【一般会計】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 332,139,169 351,078,777 -18,939,608

  純行政コスト（△） -19,670,997 -19,670,997

  財源 11,882,084 11,882,084

    税収等 9,305,036 9,305,036

    国県等補助金 2,577,048 2,577,048

  本年度差額 -7,788,913 -7,788,913

  固定資産等の変動（内部変動） -8,961,129 8,961,129

    有形固定資産等の増加 1,616,486 -1,616,486

    有形固定資産等の減少 -10,643,901 10,643,901

    貸付金・基金等の増加 201,263 -201,263

    貸付金・基金等の減少 -134,977 134,977

  資産評価差額 -100 -100

  無償所管換等 67,052 67,052

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -7,721,962 -8,894,178 1,172,216

本年度末純資産残高 324,417,207 342,184,599 -17,767,392

①純資産における固定資産等形成分及び余剰（不足分）の内容

　固定資産等形成分は、資産形成のために充当した資源が蓄積されたもので、原則として固定資産等の

　形態で保有されています。余剰分（不足分）は、費消可能な資源が蓄積されたもので、原則として金

　銭の形態で保有されています。

純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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【一般会計】

（単位：千円）

①基礎的財政収支

　業務活動収支　　　　　1,529,010千円

　　支払利息支出　　　　　120,395千円

　投資活動収支　　　　　△402,381千円

――――――――――――――――――――

　基礎的財政収支　　　　1,247,024千円

――――――――――――――――――――

②資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差異の主なもの

　固定資産等の取得に充当する補助金収入　　　　　　182,162千円

　減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,838,906千円

　賞与等引当金繰入額・退職手当引当金繰入額　　　　 65,986千円

　徴収不能引当金繰入額　　　　　　　　　　　　　　　7,279千円

③一時借入金の限度額

　・一時借入金の限度額　　　2,000,000千円

　・一時借入金に係る利子　　　　　　0千円

④重要な非資産取引

　該当ありません

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 187,827

    その他の収入 -

財務活動収支 -1,176,694

本年度資金収支額 -50,064
前年度末資金残高 237,892

本年度末資金残高 187,827

  財務活動支出 3,070,034

    地方債償還支出 3,070,034

    その他の支出 -

  財務活動収入 1,893,340

    地方債発行収入 1,893,340

    貸付金元金回収収入 112,904

    資産売却収入 108,542

    その他の収入 -

投資活動収支 -402,381

【財務活動収支】

    貸付金支出 110,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 570,263

    国県等補助金収入 182,162

    基金取崩収入 166,655

【投資活動収支】

  投資活動支出 972,644

    公共施設等整備費支出 678,945

    基金積立金支出 183,699

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 15,873

    災害復旧事業費支出 15,873

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,529,010

  業務収入 12,359,549

    税収等収入 9,316,748

    国県等補助金収入 2,394,886

    使用料及び手数料収入 191,189

    その他の収入 456,726

    移転費用支出 5,212,329

      補助金等支出 2,709,039

      社会保障給付支出 1,393,058

      他会計への繰出支出 1,081,527

      その他の支出 28,705

    業務費用支出 5,602,336
      人件費支出 2,234,975

      物件費等支出 3,187,940

      支払利息支出 120,395

      その他の支出 59,025

資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 10,814,665
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Ⅰ　重要な会計方針

　①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　　　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得価額とし、取得価額が不明なものは原則として再調達価額としております。

　　また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

　②有価証券等の評価基準及び評価方法

　　・出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としております。 

　　・出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額としております。

　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。

　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしております。

　③有形固定資産等の減価償却の方法

　　・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　　　定額法を採用しております。

　　・無形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　④引当金の計上基準及び算定方法

　　・徴収不能引当金

　　　過去5年間の平均不納欠損率により計上しております。

　　・賞与引当金

　　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

　　・退職手当引当金

　　　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っております。

　　・損失補償引当金

　　　地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っております。 

 

　⑤リース取引の処理方法

　　　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には

　　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。

　⑥資金収支計算書における資金の範囲

　　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

　⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　税込方式によっております。 

Ⅱ　重要な会計方針の変更等

　　変更はありません。

Ⅲ　重要な後発事象

　　該当する事象はありません。

Ⅳ　偶発債務

　　会計年度末においては現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた場合に債務となるものはありません。

Ⅴ　その他

　　①対象範囲（対象とする会計）　

　　　一般会計

　　②出納整理期間について、財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、地方自治法第235条の5（「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5

　　　月31日をもって閉鎖する」）の規定により、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。

　　③表示単位未満の金額は四捨五入することとしておりますが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じる場合があります。

　　

　　④地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

　　　（注意）地方公共団体財政健全化法における各比率算定の対象と基準モデルにおける会計の対象とは範囲が異なります。

　　　実質赤字比率の算定に必要とされる事項

　　　実質赤字        　　　　　　　　0千円 

　　　標準財政規模の額        9,269,759千円  

　　⑤利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定

　　　農業経営基盤強化資金等利子助成費補助金（平成8年度分）　　　　　　    3千円

　　　農業経営基盤強化資金等利子助成費補助金（平成16年度分）　　　　　　　 4千円

　　　農業経営基盤強化資金等利子助成費補助金（平成19年度分）　　　　　　　83千円

　　　農業経営基盤強化資金等利子助成費補助金（平成21年度分）　　　　　　　 2千円

　　　農業経営基盤強化資金等利子助成費補助金（平成22年度分）　　　　　　　78千円

　　　由利組合総合病院医療機器等整備補助金　　　　　　　　　　　　　　10,268千円

　　　消化管がん予防・検診・治療学講座寄付金　　　　　　　　　　　　　 6,000千円

　　　スクールバス運行管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,573千円

　　⑥繰越事業に係る将来の支出予定額　

　　　繰越明許費（一般会計）        9,279千円

注　記　（一般会計）

 ２２
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他
の
公
共
用
財
産

-
-

-
-

-
-

-
　
公
共
用
財
産
建
設
仮
勘
定

-
2
4
,8
4
0

-
2
4
,8
4
0

-
-

2
4
,8
4
0

物
品

1
,0
1
9
,8
7
3

1
1
1
,9
6
5

2
,9
0
0

1
,1
2
8
,9
3
8

7
2
6
,7
1
9

7
0
,5
8
8

4
0
2
,2
1
9

合
計

4
6
3
,7
5
4
,1
9
6

8
7
8
,2
1
4

1
,6
5
2
,5
5
9

4
6
2
,9
7
9
,8
5
1

1
2
6
,1
8
5
,7
0
5

8
,8
3
8
,9
0
6

3
3
6
,7
9
4
,1
4
5

に
か
ほ
市
：
一
般
会
計

年
度
：
平
成
２
９
年
度

（
単
位
：
千
円
）

区
分

生
活
イ
ン
フ
ラ
・



国
土
保
全

教
育

福
祉

環
境
衛
生

産
業
振
興

消
防

総
務

合
計

事
業
用
資
産

4
,3
1
8
,4
9
3

1
4
,5
5
0
,0
4
2

1
,4
4
4
,1
9
8

4
,3
1
5
,4
9
8

1
9
,4
1
5
,9
7
3

2
,6
4
2
,2
1
1

1
5
,6
5
7
,7
4
5

6
2
,3
4
4
,1
5
9

　
土
地

7
6
9
,5
4
9

1
,8
4
3
,3
1
0

4
8
8
,4
4
2

6
1
3
,8
3
9

2
,0
7
6
,2
4
1

1
1
1
,5
0
0

1
2
,9
8
5
,2
6
5

1
8
,8
8
8
,1
4
7

　
立
木
竹

-
-

-
-

1
2
,9
5
4
,6
2
0

-
-

1
2
,9
5
4
,6
2
0

　
建
物

3
,4
6
5
,4
2
7

1
2
,6
9
1
,9
6
2

9
5
5
,7
5
6

3
,7
0
1
,6
5
9

4
,3
8
0
,4
5
5

1
,0
7
6
,5
5
0

2
,6
7
2
,4
8
0

2
8
,9
4
4
,2
9
0

　
建
物
付
属
設
備

-
-

-
-

-
-

-
-

　
工
作
物

8
3
,5
1
7

1
4
,7
6
9

-
-

4
,6
5
6

1
,4
5
4
,1
6
1

-
1
,5
5
7
,1
0
2

　
船
舶

-
-

-
-

-
-

-
-

　
浮
標
等

-
-

-
-

-
-

-
-

　
航
空
機

-
-

-
-

-
-

-
-

　
そ
の
他
の
有
形
固
定
資
産

-
-

-
-

-
-

-
-

　
建
設
仮
勘
定

-
-

-
-

-
-

-
-

イ
ン
フ
ラ
資
産

2
7
0
,5
0
6
,3
4
3

1
8
4
,6
8
1

-
-

2
,3
6
6
,7
6
5

9
7
0
,4
6
4

1
9
,5
1
5
2
7
4
,0
4
7
,7
6
7

　
土
地

2
4
0
,6
8
2

7
3
,0
4
5

-
-

1
8
4
,1
8
1

-
4
,5
4
7

5
0
2
,4
5
5

　
建
物

-
2
5
,9
2
6

-
-

6
8
,3
5
7

-
-

9
4
,2
8
3

　
工
作
物

2
7
0
,2
4
0
,8
2
1

8
5
,7
1
1

-
-

2
,1
1
4
,2
2
7

9
7
0
,4
6
4

1
4
,9
6
8
2
7
3
,4
2
6
,1
9
0

　
そ
の
他
の
公
共
用
財
産

-
-

-
-

-
-

-
-

　
公
共
用
財
産
建
設
仮
勘
定

2
4
,8
4
0

-
-

-
-

-
-

2
4
,8
4
0

物
品

4
0
,9
9
0

1
6
6
,8
3
2

1
,6
1
1

3
,6
7
2

5
,1
1
2

1
1
1
,5
6
3

7
2
,4
3
8

4
0
2
,2
1
9

合
計

2
7
4
,8
6
5
,8
2
6

1
4
,9
0
1
,5
5
5

1
,4
4
5
,8
0
9

4
,3
1
9
,1
7
0

2
1
,7
8
7
,8
5
0

3
,7
2
4
,2
3
8

1
5
,7
4
9
,6
9
8
3
3
6
,7
9
4
,1
4
5

①
有
形
固
定
資
産
の
明
細

②
有
形
固
定
資
産
に
係
る
行
政
目
的
別
の
明
細



③
基
金
の
明
細

に
か
ほ
市
：
一
般
会
計

年
度
：
平
成
２
９
年
度

(単
位
：
千
円
)

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

合
計



(貸
借
対
照
表
計
上
額
)

(参
考
)財
産
に
関
す
る



調
書
記
載
額

財
政
調
整
基
金

2,
25
6,
23
9

10
0,
00
0

2
,3
5
6
,2
3
9

2
,4
2
1
,7
1
0

減
債
基
金

54
,3
13

5
4
,3
1
3

5
4
,3
1
3

み
ら
い
創
造
基
金

76
,4
55

7
6
,4
5
5

7
8
,6
6
2

観
光
振
興
基
金

17
9,
30
1

1
7
9
,3
0
1

1
6
7
,7
4
6

白
瀬
南
極
探
検
隊
記
念
館
施
設
整
備
基
金

18
2,
42
2

1
8
2
,4
2
2

1
8
2
,4
2
2

山
﨑
科
学
教
育
振
興
基
金

18
9,
80
3

1
8
9
,8
0
3

1
8
9
,8
0
3

社
会
教
育
施
設
整
備
基
金

20
0,
09
8

2
0
0
,0
9
8

2
0
0
,0
9
8

地
域
振
興
基
金

61
6,
08
9

1,
00
0,
00
0

1
,6
1
6
,0
8
9

1
,5
9
3
,2
4
1

奨
学
資
金
貸
付
基
金

13
,3
74

2
4
7
,1
9
2

2
6
0
,5
6
6

2
6
0
,5
5
0

高
額
療
養
費
資
金
貸
付
基
金

6,
00
0

6
,0
0
0

6
,0
0
0

象
潟
郷
土
資
料
館
資
料
取
得
基
金

10
,0
00

1
0
,0
0
0

1
0
,0
0
0

特
別
導
入
事
業
基
金

5,
81
1

7
5
2

6
,5
6
3

6
,5
6
3

合
計

3,
78
9,
90
5

1,
10
0,
00
0

0
2
4
7
,9
4
4

5
,1
3
7
,8
4
9

5
,1
7
1
,1
0
8

④
貸
付
金
の
明
細

に
か
ほ
市
：
一
般
会
計

年
度
：
平
成
２
９
年
度

(単
位
：
千
円
)

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金



計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金



計
上
額

高
齢
者
住
宅
整
備
資
金
貸
付
金

19
4

1
9
5

ひ
と
り
親
家
庭
等
住
宅
整
備
資
金
貸
付
金

89
1

9
2
2

開
業
開
店
起
業
化
資
金
貸
付
金

1,
15
0

1
,1
5
0

合
計

2,
23
5

0
0

0
2
,2
6
7

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

長
期
貸
付
金

短
期
貸
付
金

(参
考
)


貸
付
金
計

 ２
４



 ２
５

⑤
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

⑥
未
収
金
の
明
細

に
か
ほ
市
：一

般
会
計

に
か
ほ
市
：一

般
会
計

年
度
：平

成
２
９
年
度

年
度
：平

成
２
９
年
度

(単
位
：千

円
)

(単
位
：千

円
)

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
貸
付
金
】

災
害
援
護
資
金
貸
付
金

1
,2
8
0

小
計

1
,2
8
0

0
小
計

0
0

【
未
収
金
】

【
未
収
金
】

税
等
未
収
金

税
等
未
収
金

　
市
民
税

3
0
,0
9
9

3
,6
7
6

　
市
民
税

8
,3
5
3

　
固
定
資
産
税

7
5
,6
3
6

2
0
,1
1
9

　
固
定
資
産
税

2
3
,0
4
2

　
軽
自
動
車
税

1
,7
7
7

2
3
5

　
軽
自
動
車
税

1
,0
8
5

　
入
湯
税

2
0
7

　
入
湯
税

2
4

そ
の
他
の
未
収
金

そ
の
他
の
未
収
金

　
児
童
福
祉
費
負
担
金

1
8
5

4
0

　
児
童
福
祉
費
負
担
金

2
1

　
公
営
住
宅
使
用
料

1
3
,0
3
7

　
公
営
住
宅
使
用
料

1
4
3

　
行
政
財
産
使
用
料

1
7
9

　
土
地
建
物
貸
付
収
入

1
1
6

　
土
地
建
物
貸
付
収
入

2
,2
5
1

3
7

　
生
活
保
護
返
還
金

3
8
3

　
そ
の
他

4
,5
0
6

2
0
6

小
計

1
2
7
,8
7
7

2
4
,3
1
3

小
計

3
3
,1
6
7

0

合
計

1
2
9
,1
5
7

2
4
,3
1
3

合
計

3
3
,1
6
7

0



⑦
地
方
債
等
（
借
入
先
別
）
の
明
細

に
か
ほ
市
：一

般
会
計

年
度
：平

成
２
９
年
度

(単
位
：
千
円
)

地
方
債
等
残
高

地
方
公
募
債

う
ち
1年

以
内
償
還
予
定

う
ち
共
同
発
行
債

う
ち
住
民
公
募
債

【通
常
分
】

9,
51
3
,8
37

1
,1
33
,3
25

2,
2
3
5,
4
0
9

72
0,
82
1

4,
39
5,
61
4

74
3,
87
8

0
0

0
1,
41
8,
11
5

　
一
般
公
共
事
業

93
1,
35
8

1
35
,7
59

6
8
5,
0
0
6

0
83
,1
20

69
,0
02

0
0

0
94
,2
30

　
公
営
住
宅
建
設

23
4,
27
0

32
,9
87

1
3
6,
2
0
0

0
55
,1
20

16
,6
50

0
0

0
26
,3
00

　
災
害
復
旧

2
4,
95
2

5,
39
3

2
3
,9
5
2

0
1,
00
0

0
0

0
0

0

　
教
育
・福

祉
施
設

78
8,
59
7

1
35
,5
58

6
4
1,
0
9
3

0
12
5,
52
0

21
,9
84

0
0

0
0

　
一
般
単
独
事
業

7,
08
1
,2
63

8
00
,1
64

4
1
2,
7
5
0

67
8,
83
2

4,
05
5,
85
4

63
6,
24
2

0
0

0
1,
29
7,
58
5

　
そ
の
他

45
3,
39
9

23
,4
64

3
3
6,
4
0
9

41
,9
90

75
,0
00

0
0

0
0

0

【特
別
分
】

6,
69
0
,5
66

5
63
,2
23

1,
2
7
7,
8
3
0

0
3,
26
1,
81
5

60
4,
22
4

0
0

0
1,
54
6,
69
7

　
臨
時
財
政
対
策
債

5,
70
4
,1
19

3
67
,5
96

1,
1
4
1,
4
0
5

0
3,
26
1,
81
5

60
4,
22
4

0
0

0
69
6,
67
5

　
減
税
補
て
ん
債

13
6,
42
5

35
,9
69

1
3
6,
4
2
5

0
0

0
0

0
0

0

　
退
職
手
当
債

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　
そ
の
他

85
0,
02
2

1
59
,6
58

0
0

0
0

0
0

0
85
0,
02
2

【そ
の
他
】

56
3

18
8

0
0

0
0

0
0

0
56
3

合
計

1
6,
20
4,
96
6

1
,6
96
,7
35

3,
5
1
3,
2
3
9

72
0,
82
1

7,
65
7,
42
9

1,
34
8,
10
2

0
0

0
2,
96
5,
37
5

そ
の
他

種
類

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

市
中
銀
行

そ
の
他
の
金
融
機
関

２
６



 ２
７

⑧
地
方
債
等
（
利
率
別
）
の
明
細

に
か
ほ
市
：
一
般
会
計

年
度
：
平
成
２
９
年
度

(単
位
：
千
円
)

地
方
債
等
残
高

1.
5％

以
下

1.
5％

超
2.
0％

以
下

2.
0％

超
2.
5％

以
下

2.
5％

超
3.
0％

以
下

3.
0％

超
3.
5％

以
下

3
.5
％
超

4
.0
％
以
下

4
.0
％
超

（
参
考
）

加
重
平
均

利
率

16
,2
04
,9
66

14
,5
30
,0
51

1,
26
5,
23
2

29
6,
40
5

13
,3
78

23
,0
96

8
,4
9
6

6
8
,3
0
8

1
.0
5
6

⑨
地
方
債
等
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

に
か
ほ
市
：
一
般
会
計

年
度
：
平
成
２
９
年
度

(単
位
：
千
円
)

地
方
債
等
残
高

1年
以
内

1年
超

2年
以
内

2年
超

3年
以
内

3年
超

4年
以
内

4年
超

5年
以
内

5
年
超

1
0
年
以
内

1
0
年
超

1
5
年
以
内

1
5
年
超

2
0
年
以
内

2
0
年
超

16
,2
04
,9
66

25
8,
30
0

0
1,
00
0

0
35
,2
90

2
,2
2
7
,2
4
4

5
,6
0
2
,0
8
8

6
,7
3
6
,5
9
1

1
,3
4
4
,4
5
3

⑩
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
等
の
概
要

に
か
ほ
市
：
一
般
会
計

年
度
：
平
成
２
９
年
度

(単
位
：
千
円
)

特
定
の
契
約
条
項
が



付
さ
れ
た
地
方
債
等
残
高

契
約
条
項
の
概
要



⑪
引
当
金
の
明
細

に
か
ほ
市
：一

般
会
計

年
度
：平

成
２
９
年
度

(単
位
：千

円
)

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金
（
固
定
）

-
3
1
,5
4
9

1
4
,5
1
5

7
,2
7
9

-
2
4
,3
1
3

徴
収
不
能
引
当
金
（
流
動
）

-
3

3
0

退
職
手
当
引
当
金

1
,7
1
7
,4
3
4

1
6
7
,8
6
1

2
1
9
,5
4
5

1
,6
6
5
,7
5
0

賞
与
等
引
当
金

1
2
0
,0
9
1

1
1
7
,6
7
0

1
2
0
,0
9
1

1
1
7
,6
7
0

合
計

1
,8
0
5
,9
7
3

3
0
0
,0
4
9

1
2
0
,0
9
1

2
2
6
,8
2
4

1
,7
5
9
,1
0
7

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
末
残
高

本
年
度
減
少
額

 ２
８



２９ 

 

● 貸借対照表の用語解説 

用   語 解     説 

資

産

の

 

部 

有形固定資産 土地や建物等の不動産､消防車や高額備品等の動産で、

保有が長期に及ぶ資産 

事業用資産 自治体として行う事業のための資産で、インフラ資産及び物

品以外の資産。 

インフラ資産 自治体が社会資本基盤の整備を目的とした、道路や橋りょ

う、下水道施設、河川など、必要不可欠なネットワークの一

部であり、性質が特殊で代替的な利用ができない、移動さ

せることができない、処分に関して制約を受ける等の特質を

もつ資産。 

（例）道路、河川、港湾、公園、防災、上水道施設、下水道 

施設等 

 

建設仮勘定 工期が一会計年度を超える建設中の建物など、完成前の有

形固定資産への支出等を仮に計上しておくための勘定科

目であり、当該有形固定資産が完成した時点で本勘定に振

り替えられる。 

 

投資及び出資金 にかほ市観光開発（株）、秋田県信用保証協会、（財）秋田

県栽培漁業協会ほか県内の財団法人等への出資金や出え

ん金 

 

貸付金 社会福祉施設整備資金貸付金、開業開店起業化資金貸付

金、高齢者等住宅整備資金貸付金など 

基金（固定資産-その他） みらい創造基金、観光振興基金、地域振興基金、山﨑科学

教育振興基金など､特定の目的に充てるために積立てられ

た基金 

長期延滞債権 

(未収金) 

市税などの収入未済額のうち一年以上未収のもの 

＊当該年度内に発生したものは未収金に計上 

徴収不能引当金 時効等により将来徴収不能となる可能性が高いと見込まれ

るもの 

流動資産 一年以内に現金化できる資産 

財政調整基金 年度間の財源調整を図り､財政の健全な運営のために設け

られた基金 

減債基金 地方債の償還に充てるため積立てられた基金 
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用   語 解     説 

負

債

の

 

部 

地方債 

(翌年度償還予定地方債) 

地方債のうち翌々年度以降に返済が生じるもの 

＊翌年度に返済すべきものは、翌年度償還予定地方債 

として流動負債に計上 

長期未払金 

(未払金) 

物件等の引渡しを受けたもののうち、支払いが済んでいな

い債務で翌々年度以降に返済が生じるもの 

＊翌年度に返済すべきものは未払金に計上 

退職手当引当金 年度未に全職員が退職すると仮定した場合の要支給額 

＊「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の退職 

手当支給額に係る負担見込の算定に準じた額を計上 

 

損失補償等引当金 第三セクター等への損失補償債務について、「地方公共団

体の財政の健全化に関する法律」の将来負担比率の算定

に含めた金額 

賞与等引当金 翌年度に支払うことが予定される賞与のうち今年度負担分 

＊n+1 年度の 6 月に支給される 6 ヶ月分のうち n 年度の 

12 月～3 月の 4 ヶ月分 

純

資

産

の

部 

固定資産等形成分 貸借対照表の有形固定資産、投資及び出資金、貸付金、

基金を形成している財源 

余剰分（不足分） 貸借対照表の固定資産等形成分以外の財源（翌年度以降

に自由に使用できる財源） 

＊資産形成を伴わない負債（退職手当引当金、臨時財政

対策債など）は、将来の市税等の一般財源で賄わなけ

ればならないため、通常マイナス表示となります 
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● 行政コスト計算書の用語解説 

用   語 解     説 

人

に
か
か
る
コ
ス
ト 

人件費 給与費（報酬､職員給､各種手当等）から退職手当及び前年

度賞与引当金を除いた金額 

賞与等引当金繰入額 翌年度に支払うことが予定される賞与のうち今年度負担分 

＊n+1 年度の 6 月に支給される 6 ヶ月分のうち n 年度の 

12 月～3 月の 4 ヶ月分 

退職手当引当金繰入額 当該年度に引当金として新たに繰り入れた額など 

物

に
か
か
る
コ
ス
ト 

物件費 旅費､臨時職員賃金、備品購入費､委託料､光熱水費などの

経費 

維持補修費 建物や道路など、施設の維持修繕に要する経費 

減価償却費 有形固定資産が経年劣化等に伴い､価値が減少したと認め

られる金額 

移

転

支

出

的

な
コ
ス
ト 

社会保障給付 児童手当の支給､高齢者や障害者に対する援護措置､生活

保護などに要する経費 

補助金等 他団体の事業に対する補助金（普通建設事業にかかわるも

のは除く）、国・県・一部事務組合等の業務を行うための負

担金など 

他会計への繰出金 特別会計など他会計に対する財政的な支援金額 

そ
の
他

の
コ
ス
ト 

支払利息 地方債及び一時借入金の利子支払額 

徴収不能引当金繰入額 時効等により徴収不能見込みの市税や使用料・手数料など 

その他 失業対策に要した経費など 

経

常

収

益 

使用料 施設を利用した際に徴収する料金 

手数料 

 

戸籍や住民票､税務証明の発行など、公の役務の提供に対

し徴収する料金 

その他 分担金・負担金・寄附金等 

純経常行政コスト 経常行政コストから行政サービス提供の対価である使用料・

手数料や分担金・負担金などの経常収益を差し引いた金額 
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● 純資産変動計算書の用語解説 

用   語 解     説 

表

頭 

財源 貸借対照表の有形固定資産及び投資及び出資金､貸付

金､基金を形成している財源 

税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税など 

国県等補助金 国庫支出金及び都道府県支出金など 

表

側 

有形固定資産等の増加 有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産

の増加額または有形固定資産及び無形固定資産の形成

のために支出（または支出が確定）した金額 

 

有形固定資産等の減少 有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額

及び除売却による減少額または有形固定資産及び無形

固定資産の売却収入（元本分）、除却相当額及び自己金

融効果を伴う減価償却費相当額等 

 

貸付金・基金等の増加 貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または新

たな貸付金・基金等のために支出した金額 

 

貸付金･基金等の減少 貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸

付金の償還収入及び基金の取崩収入相当額 

 

資産評価差額 有価証券等の評価差額 

無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 

 

● 資金収支計算書の用語解説 

用   語 解     説 

業務活動収支 市政を運営する上で､毎年度継続的に収入､支出されるもの 

投資活動収支 道路や学校､公園など主に貸借対照表の有形固定資産形成（資本

形成）のための臨時・特別に発生する支出及び財源 

 

財務活動収支 地方債の発行及び元金償還等の負債の管理に係る経費及び財源 

 


